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は じ め に 

 
食は、私たちの生命の源であり、健康で心豊かな生活

を送るために必要不可欠なものであることから、食の安

心・安全の確保は極めて重要です。 
 
このため、県では、平成 30 年（2018 年）11 月に「山

口県食の安心・安全推進基本計画」の第２次改定を行い、

食の安心・安全の確保に向け、生産から消費に至る幅広

い分野の施策を総合的かつ計画的に推進してきたところ

です。 
 
一方で、新型コロナウイルスの流行を契機として、人々の生活習慣が大きく変化す

る中、ノロウイルス等による集団食中毒をはじめ、異物混入や誤表記による食品の自

主回収、輸入アサリをはじめとする大規模な産地偽装事件など、食品の安全性や信頼

性が脅かされる事件・事故は後を絶たず、県民の皆様の食の安心・安全に対する関心

は更に高まっています。 
 
また、広域的な食中毒事案への対策強化と事業者による衛生管理の向上等を図るた

め、令和３年（2021 年）６月に改正食品衛生法が完全施行され、原則として全ての事

業者において、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を行うことが義務化されました。 
 
県では、こうした食をめぐる様々な社会環境の変化に的確に対応するため、令和４

年（2022 年）12 月に策定した「やまぐち未来維新プラン」の重点施策の一つに「食や

消費生活の安心・安全の確保」を掲げるとともに、このたび、「食の安心・安全推進基

本計画」の第３次改定を行い、ＨＡＣＣＰの制度化を踏まえた監視指導体制の強化や、

食品表示の適正化に向けた取組の推進等、実効性のある施策を講じることとしました。 
 
今後は、この計画に基づき、県、事業者、消費者が一体となって食の安心・安全を

推進し、「安心で希望と活力に満ちた山口県」が実現できるよう取り組んでまいりま

すので、県民の皆様の一層の御理解と御協力をお願い申し上げます。 

 
令和５年（2023 年）３月 
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計画改定にあたって  

１ 計画改定の趣旨 

県では、食の安心・安全の確保に向けた取組の一層の推進を図るため、2008(平成 20)年

12 月に、県、「食品関連事業者」、消費者の責務と役割を明確化するとともに、食の安心・

安全に関する施策の基本となる事項を定めた「山口県食の安心・安全推進条例」を制定し

ました。 

この条例に基づき、消費者の視点に立って実効性のある対策を実行するため、2010（平

成 22）年３月に「山口県食の安心・安全推進基本計画」を策定し、その後、2013（平成 25）

年３月に第１次改定を、2018(平成 30)年 11 月に第２次改定を行い、本県における食の安

心・安全に関する幅広い分野の施策を総合的に推進してきました。 

こうした中、近年、「食品衛生法」等の改正をはじめ、新型コロナウイルス感染症の世界

的流行による生活様式の変化や、「ＳＤＧｓ」の理念を踏まえた社会経済全体の構造変革へ

の対応など、食の安心・安全を巡る情勢は大きく変化しています。 

このような社会経済情勢の変化や、これまでの取組状況や課題を踏まえて、県政運営の

指針となる新たな総合計画の策定に合わせ、第３次改定を行います。 

２ 計画の基本的事項 

（１）目的
食の安心・安全の確保は、くらしの安心・安全基盤の強化を図る上で極めて重要な課題

であることから、本計画に基づき、消費者の視点に立って、幅広い分野の施策を総合的に

推進し、本県の住み良さの向上に寄与することを目的とします。 

（２）計画の位置づけ
本計画は「山口県食の安心・安全推進条例」第８条第１項の規定に基づき、食の安心・

安全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための食の安心・安全の推進に関する

基本的な計画です。 

また、策定にあたっては、食の安心・安全に関連するその他の関係計画等と連携・調和

を図ります。 

（３）計画期間
計画期間は、2022(令和４)年度から 2026(令和８)年度までの５年間とします。 

なお、社会情勢の変化や国の制度改正等により、計画期間中に内容を見直す必要が生

じた場合は、「山口県食の安心・安全審議会」等の意見を踏まえ、適切に対応します。 

第１章 
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図表 1-4 病因物質別⾷中毒発⽣件数（⼭⼝県） 

年別件数 

病因物質 

H29 H30 R1 R2 R3 

発生件数 発生件数 発生件数 発生件数 発生件数 

寄生虫 1 0 4 1 1 

カンピロバクター 2 3 2 0 0 

ノロウイルス 4 2 4 1 0 

ウエルシュ菌 1 0 0 0 0 

植物性自然毒 0 0 0 0 0 

動物性自然毒 1 1 0 0 2 

その他 0 1 1 2 2 

不明 1 1 0 0 1 

（発生件数） 

（年） 

図表 1-3 病因物質別⾷中毒発⽣状況(全国) 
「⾷中毒統計資料」（厚⽣労働省）をもとに作成

（発生件数） 

（年） 
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２ 食を取り巻く環境の変化や国の制度改正等 

（１）食品衛生法の改正

我が国の食を取り巻く環境の変化や国際化等に対応し食の安全を確保するため 2018

（平成 30）年６月、食品衛生法が改正され「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理が制度化さ

れ、原則として全ての「食品等事業者」は、「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理を行うこと

が義務付けられました。（2021（令和３）年６月完全施行） 

（２）食品表示法に基づく表示制度

食品表示については、「ＪＡＳ法」、「食品衛生法」、「健康増進法」の３つの法律で規

定される制度でしたが、これらの食品の表示に関する規定を一元化した「食品表示法」

が、2015(平成 27)年４月から段階的に施行され、2020(令和２)年４月１日から完全に

施行されました。 

また、2017(平成 29）年９月に「食品表示基準」の一部が改正され、原則として全て

の加工食品に原料原産地の表示が義務付けられ、2022(令和４)年３月に経過措置期間が

終了しました。 

（３）新型コロナウイルス感染症の世界的流行

新型コロナウイルス感染症の世界的流行は、我々の日常生活だけではなく、食を取り

巻く環境にも大きな変化をもたらしました。 

消費者、事業者ともに感染防止のための「新しい生活様式」の実践が求められ、飲食店

による持ち帰りや宅配等のサービスが増加しました。 

名称 

賞味・消費期限 

保存方法 

遺伝子組換え 

製造者名等 

原材料名 

内容量 

原産地 

等 

添加物 

アレルギー

 等

食食品品表表示示法法  

ＪＡＳ法 

栄養表示 等 健康増進法 

食品衛生法 

― 4 ―



３ 食に対する県民の意識 

県では、食品の安心・安全について、県民の意識を把握するため、毎年度、県政世論

調査を実施しています。 

（１）食品に対する不安

「日常生活における食品に対する不安」について、「非常に不安」、「少し不安」を合わせ

た「不安がある」と回答した県民の割合は 73.3％となっており、令和３年度以降、増加

傾向にあります。 

（２）食品に対する不安の要因

不安の要因別では、「輸入食品の安全性」が 84.9％と最も高く、次いで「細菌やウイル

スなどによる食中毒」(75.4％)、「食品添加物の安全性」(74.6％)の順となっています。 

84.9

75.4

74.6

72.8

66.8

65.1

63.5

62.8

55.9

49.8

49.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

輸入食品の安全性

細菌やウイルスなどによる食中毒

食品添加物の安全性

農産物への農薬等の残留

放射性物質による汚染

遺伝子組換え食品の安全性

食品の産地表示の信頼性

ダイエット食品などのいわゆる健康食品の安全性

BSE（牛海綿状脳症）

アレルギー物質の含有

食品の期限表示の信頼性

71.3 70.5

64.6

57.2

65.3

73.3

50

60

70

80

90

100

H29 H30 R1 R2 R3 R4

不不安安ががああるる

(%) 

(年度) 

(%) 

図表 3-1 ⽇常⽣活における⾷品に対する不安があると答えた県⺠の割合
「県政世論調査」（平成 29〜令和４年度）をもとに作成 

図表 3-2 ⾷品に対する不安の要因 「令和４年度県政世論調査」をもとに作成
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（３）食品関連事業者に望む取組

「食品関連事業者」へは、「食品事故等が発生した場合の速やかな情報提供」が 45.8％

と最も高く、次いで「衛生管理の高度化や検査などの自主的な取組の推進」(44.7％)、

「原産地や期限表示などの適正な表示の徹底」(40.4％)の順となっています。 

 

（４）消費者に必要な取組

消費者に必要な取組は、「食の安心・安全に関する正しい情報の収集と知識の習得」が

70.2％と最も高く、次いで「食品表示制度の理解と購入時における確認」(48.8％)、「見

た目や値段より安全性の重視」(37.1％)の順となっています。 

45.8

44.7

40.4

38.5

1.2

5.7

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

食品事故等が発生した場合の速やかな情報提供

衛生管理の高度化や検査などの自主的な取組の推進

原産地や期限表示などの適正な表示の徹底

法令遵守などの倫理意識の向上

その他

無回答

70.2

48.8

37.1

5.4

0.7

4.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

食の安心・安全に関する正しい情報の収集と知識の

習得

食品表示制度の理解と購入時における確認

見た目や値段より安全性の重視

産地や工場見学等を通じた食品関連事業者との交流

その他

無回答

習得

(%) 

(%) 

図表 3-3 ⾷品関連事業者に望む取組 「令和４年度県政世論調査」をもとに作成

図表 3-4 消費者に必要な取組 「令和４年度県政世論調査」をもとに作成
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（５）県に望む取組

県に望む取組は、「生産者や製造・加工者、販売者等に対する監視・指導の徹底」が 62.1％

と最も高く、次いで「食品に対する検査の徹底と結果の公表」（43.8％）、「食品の安全性

等に関する正確で迅速な情報提供」（37.4％）の順となっています。 

令和４年度県政世論調査（概要） 

１ 調査目的 

県民の生活実感や県政への関心をはじめ、県の広報、各種施策に対する意識な

どを把握し、今後の県政運営及び施策立案の基礎資料として活用する。 

２ 調査設計 

（１）調査地域 山口県全域 

（２）母集団 18 歳以上の男女個人 

（３）標本数 3,000 人 

（４）抽出方法 層化二段無作為抽出 

（５）調査方法 郵送及び WEB による回答（調査期間中に協力依頼状を１回 

発送） 

（６）調査時期 2022 年６月 14 日（火）～７月４日（月） 

３ 回収結果 

有効回収数（率） 1,368（45.6％）

62.1

43.8

37.4

22.4

1.1

6.8

0 10 20 30 40 50 60 70

食品に対する検査の徹底と結果の公表

食品の安全性等に関する正確で迅速な情報提供

食の安心・安全に関する正しい知識の普及と理解の

促進

その他

無回答

生産者や製造・加工者、販売者等に対する監視・指導の

徹底

促進

(%) 

図表 3-5 県に望む取組 「令和４年度県政世論調査」をもとに作成
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これまでの取組状況と課題 

１ 山口県食の安心・安全推進基本計画(第２次改定版)の概要 

 2018(平成 30)年 11 月に改定した山口県食の安心・安全推進基本計画(第２次改定版)で

は、「食の安全」、「食の安心」、「参画と協働」の３つの柱を基本として、これまでの計画に

基づく取組等を踏まえ、（１）衛生管理の高度化や食品表示適正化等に向けた自主的な取組

の促進、（２）県民の食品安全に関する理解の促進、（３）生産者・事業者の法令遵守の徹

底、（４）監視・検査等による安全確保の徹底を重点的な取組として設定し、23 項目の目標

指標を掲げて着実に食の安心・安全を推進してきました。 

２ 目標となる指標の達成状況 

目標となる指標(23 項目)の達成状況は次のとおりであり、概ね順調に推移しています。 

（Ａ：達成率 100％ Ｂ：達成率 70～100％ Ｃ：達成率 70％未満） 

※：新型コロナウイルス感染症により進捗に影響が生じた項目 

施策の方向 
達成率（項目数） 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ 食の安全

(1)食品の安全確保に向けた自主的な取組の促進 ２ 

(2)生産段階での安全性の確保 ４ １ 

(3)製造・加工、流通段階での安全性の確保 １ １  ２※ 

(4)食品検査の実施  １※ 

合 計 ７ １ ４ 

２ 食の安心

(1)食品表示適正化に向けた自主的な取組の促進  １※ １ 

(2)関係機関が連携した食品表示の監視 １  １※

(3)リスクコミュ二ケーションの推進 １  １※ 

(4)食の安心・安全に関する情報の積極的な発信 １  １※ 

合 計 ２ ３ ３ 

３ 参画と協働

(1)県民運動の推進 １

(2)食育の推進 １ １ 

合 計 １ ２ 

第３章 
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（１）衛生管理の高度化や食品表示適正化等に向けた自主的な取組の促進

○食品衛生法改正により制度化された「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理の導入に向けた

講習会の開催や「ＨＡＣＣＰ支援チーム」による事業者へ支援、事業者が行う研修会

への講師派遣、食品表示適正化のための「食品表示責任者」の養成などにより、事業

者の自主的な取組を促進しました。

○「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理は、取り扱う食品の特性に応じて「食品等事業者」

の取組も様々で、また、新型コロナウイルスの感染拡大による影響もあり、「ＨＡＣ

ＣＰ」の導入後も運用に課題を抱える小規模事業者も多いことから、「ＨＡＣＣＰ」

の適切な運用に向けた「食品等事業者」へのきめ細かな支援が必要です。 

○飲食店における感染防止対策を県が認証する「やまぐち安心飲食店認証制度」を創設

し、コロナ防止対策を促進することにより、県民が安心して飲食店を利用できる環境

づくりを推進しました。

（２）県民の食品安全に関する理解の促進

○事業者や県による積極的な情報発信や、「やまぐち食の安心・安全推進協議会」等を

通じた「食品関連事業者」と消費者との意見交換会の開催により、食に関する理解を

促進しました。

○新型コロナウイルスの感染拡大により、対面型の講習会や意見交換会の開催が困難

となったため、オンラインによる工場見学など、感染症対策をふまえた取組が求めら

れます。

○消費者が食の安心・安全に関心をもち、正しい情報に基づいて、幅広い知識や理解を

深めるために、「食品関連事業者」、消費者、県が一体となって、情報共有を図る機会

を一層拡大していくことが必要です。

（３）生産者・事業者の法令遵守の徹底

○立入検査や監視指導、食中毒予防に関する普及啓発等を通じ、生産者・事業者のコン

プライアンスの徹底を図りました。

○食に関する信頼性を確保するため、引き続き、関係法令に基づいた適切な措置を講ず

るよう生産者・事業者の法令遵守の徹底に向けた取組を推進することが必要です。

３ これまでの計画の取組状況と課題 
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（４）監視・検査等による安全確保の徹底

○生産から消費に至る各段階において、関係法令や計画等に基づいた効率的かつ効果

的な監視指導や検査等を実施しました。

○監視指導や検査等が、「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理の制度化などの新たな制度に

対応し効果的に行われるよう、手法や内容等を継続的に見直すことが必要です。

○食に対する信頼性の向上を図るため、消費者に対し、県による監視指導・検査等の実

施状況や実施結果などを、迅速かつ正確に情報提供することが必要です。
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改定の視点 

１ 計画の構成 

条例の基本理念である「県民の健康の保護」と「食品の信頼性の確保」が最も重要で

あるという基本的認識の下、本計画においても、引き続き、「食の安全」、「食の安心」、

「参画と協働」の３つの大きな柱を基本として、消費者の視点に立った取組を推進し

ます。

第４章 

食
の
安
心
・
安
全
推
進
条
例

制
度
等
の
具
体
化

消費者の視点 

食食のの安安全全  

食食のの安安心心  

参参画画とと協協働働  

体制の整備 

食食のの安安心心・・安安全全推推進進基基本本計計画画

計
画
的
な
取
組
の
推
進

食
の
安
心
・
安
全
の
確
保

計画の点検
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２ 食の安心・安全の確保の推進に向けた重点的な取組 

これまでの取組を踏まえ、国の制度改正や今後の課題に的確に対応するため、重点的

な取組を設定します。 

（１）自ら実施する衛生管理の充実化や食品表示適正化に向けた取組の促進

事業者自らが、「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理を適切に運用できるよう、事業者によ

る「衛生管理計画」の見直し、適切な運用に向けた助言、適正な食品表示が行われるため

の食品表示制度の周知徹底など、事業者の自主的な取組の促進に向けた支援を実施しま

す。 

（２）県民の食品安全に関する理解の促進

事業者による「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理や表示適正の取組や県の監視・指導の活

動などの食の安心・安全に関する情報を、デジタル技術をはじめとする様々な手法を活

用し、広く県民に届くよう積極的に発信し、県民の食に対する信頼の確保を図ります。 

また、「やまぐち食の安心・安全推進協議会」等を通じた「食品関連事業者」との連携

の強化や、消費者の自主的な活動の支援により、食に関する幅広い理解を促進すること

により、「食品関連事業者」、消費者、県が一体となって、食の安心・安全に関する機運を

醸成します。 

（３）監視・検査等による安全確保の徹底

「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理の制度化など、新たな制度を踏まえ、食品の安全性確

保に向け、生産から消費に至る一貫した監視指導や検査等を効果的かつ継続的に実施し

ます。 

（４）生産者・事業者の法令遵守の徹底

生産者・事業者が、食の安心・安全の確保に第一義的責任を有することを認識し、関係

法令に基づき、適切な措置を講ずるよう、法令遵守の徹底を図ります。 
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施策の方向 

１ 食の安全 ～生産から消費に至る食品の安全性の確保～ 

（１）自ら実施する食品の安全確保に向けた取組の促進

食品の安全性を確保するため、「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理をはじめとした「食

品関連事業者」の自主的な取組を促進するとともに、食品の安全性に関する知識と技

術の習得を支援します。 

①ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の啓発の強化

・小規模事業者をはじめとする「食品等事業者」が、「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管

理を適切に実施できるよう、「ＨＡＣＣＰ指導チーム」を編成し、製造現場等にお

いて実践的できめ細かい指導・助言を行います。

・県内の食品製造施設で製造された食品の検査結果等をもとに、事業者が取り組む衛

生管理について指導・助言を行います。 

・「食品等事業者」が、「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理を適切に実施できるよう、事

業者の取組に応じた講習会を開催します。 

・従業員向け研修教材の公開やパンフレットの配布、ＳＮＳ等を通じた情報発信等に

より、「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理の適切な実施に向けた啓発を行います。 

・業界団体等が開催する「食品衛生営業許可」の更新講習会等において、「ＨＡＣＣ

Ｐ」に沿った衛生管理の実施に関する実務レベルの講義を行います。

 

 

 

第５章 

ＨＡＣＣＰとは…… 

Hazard Analysis and Critical Control Point（危害要因分析・重点管理点）の略。 
最終製品を抜取検査する従来の⼿法とは違い、原材料の⼊荷から、製造、出荷までのいくつ

もの⼯程において、衛⽣管理をチェックする衛⽣管理⼿法のこと。 

〈従来方式〉

工
程
例

原 

料 

 入 

荷 

 保 

管 

 加 

熱 

 冷 

却 

 包 

装 

 出 

荷 



〈ＨＡＣＣＰ方式〉 

厚⽣労働省資料をもとに作成 

抜取検査 

温度や時間の管理 異物の検出 

〈〈
ＣＣ
ＣＣ
ＰＰ
〉〉

継続的な監視・記録 
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②人材の育成

・「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理の適切な実施に向け、食品の安全確保の役割を担

う「食品衛生責任者」や「食品衛生指導員」を対象として業界団体等が開催する衛

生講習会等に「食品衛生監視員」等を講師として派遣します。 

・「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理の適切な実施に向け、オンラインによる従業員向

け講習会の開催など、調理上の衛生管理の向上に必要な知識の習得に向けた取組を

推進します。 

・県内全「食品等事業者」へ「ＨＡＣＣＰ」に沿った衛生管理の適切な実施を促進す

るため、国や自治体等が開催する「ＨＡＣＣＰ指導者養成研修」等に「食品衛生監

視員」を派遣し、「食品衛生監視員」の資質向上を図ります。

③自主回収届出制度の徹底

・「食品衛生法」及び「食品表示法」

に基づく食品等のリコール（自

主回収）情報の届出制度により、

「食品関連事業者」が行う食品

等のリコール情報を行政が確

実に把握し、的確な監視指導や

消費者への情報提供につなげ、

食品による健康被害の発生の

防止を図ります。 

【⽬標となる指標】

指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度） 

ＨＡＣＣＰ監視指導の実施率 ― １００％ 

ＨＡＣＣＰに関する講習会の開催回数 ３２回/年 維持する 

≪届出から公表までの流れ≫ 

 

 

厚⽣労働省資料、及び消費者庁資料をもとに作成 

食品等の製造者や販売者 

自主回収情報を原則オンライン上で入力 

都道府県等 

厚生労働省 

消 費 者 庁 

消 費 者

⾃主回収 
発 ⽣ 

届出 

報告 

確認 公表 

【届出が必要な自主回収】 

食品衛生法違反または違反のおそれ 
・⼤腸菌による汚染、硬質異物の混

⼊等
食品表示法違反 
・アレルゲンや消費期限等の安全性

に関係する表⽰誤り

※⾷品衛⽣法上の危害が発⽣す
るおそれがない場合として厚
⽣労働省令・内閣府令等で定め
るときを除く。
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（２）生産段階での安全性の確保

生産段階における食品の安全性を確保するため、生産者・事業者の取組への支援や、

法令・制度等の周知徹底、監視指導、検査、その他必要な措置を講じます。 

①農産物の安全性の確保の推進

・農薬の適正使用に向けた指導やマイナー作物の農薬登録促

進、出荷前農産物の残留農薬検査や有害物質リスク低減対

策等の取組を推進します。

・「農薬取締法」に基づいた農薬販売業者への立入検査の実施

や「肥料の品質の確保等に関する法律」に基づいた肥料販

売業者への指導を徹底します。 

・「農薬適正使用推進員」や「農薬管理指導士」の養成・登録を推進し、農薬の適正

使用を促進します。 

・農業における食品安全、環境保全、労働安全等に係る生産工程管理の取組である「Ｇ 

ＡＰ」の推進を通じて、

生産段階における安

全性確保や衛生管理

を一層強化します。 

②畜産物の安全性の確保の推進

・家畜伝染病の発生予防対策として、「家畜伝染病予防法」に基づく「飼養衛生管理

基準」の遵守を指導します。

・家畜伝染病の発生の際に迅速な初動対応が行えるよう、「防疫演習」の実施や必要

な防疫資材の備蓄を進めます。

・「高病原性鳥インフルエンザ」の発生予察の

ためにモニタリング検査を実施します。 

・畜産農家や診療獣医師を対象に、動物用医

薬品の適正使用を指導します。

・「飼料安全法」に基づき、飼料の適正な製造・

販売及び適正使用を指導します。 

ＪＧＡＰ認証農場マーク ＡＳＩＡＧＡＰ認証農場マーク 

防疫演習 

©山口県
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③水産物の安全性の確保の推進

・「全国養殖衛生管理推進会議」への出席、養殖衛生管理に係

る研修会の開催、養殖場調査の実施、魚類防疫員等による

水産用医薬品の適正使用指導の強化、養殖状況の把握等に

より、養殖魚介類の疾病リスク管理等の推進を図ります。 

・「貝毒プランクトン」のモニタリングによる貝毒発生の早期

把握に努め、規制値を超えた貝類の出荷自主規制措置等、

産地段階におけるリスク管理を適切に実施します。 

・国からの情報収集や研修会への参加により、

「新奇有毒プランクトン」に関するモニタ

リング技術の向上を図ります。

・安心・安全な養殖水産物の生産・供給体制

を確立するため、魚介類の水産用医薬品残

留検査や養殖場実態調査の実施、県内養殖

業者向けの研修会の開催等により、水産用

医薬品等の適正使用について指導します。

④出荷段階での農林水産物の安全性の確保

・条例に基づき、「食品衛生法」に基づく基準を超えて農薬等が残留している農林水

産物が市場に流通しないよう出荷を制限します。

⑤生産部局と連携した食肉衛生検査

・と畜検査及び食鳥検査においては、家畜生産部局と疾病等に関する情報交換を密に

行い、対象疾病を的確に排除します。 

・「ＢＳＥ」検査については、国の方針を踏まえて適切に実施します。 

【⽬標となる指標】 

指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度） 

国際水準ＧＡＰの認証件数（累計） ４０件 ５０件 

鳥インフルエンザモニタリング実施率 １００％ １００％ 

動物用医薬品の使用実態調査実施率 １００％ １００％ 

貝毒プランクトンモニタリング実施率 １００％ １００％ 

養殖場実態調査 

©山口県
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（３）製造・加工、流通段階での安全性の確保

製造・加工、流通段階における食品の安全性を確保するため、「食品関連事業者」が

取り組む自主的な活動への支援や、法令・制度等の周知徹底、監視指導、検査、その

他必要な措置を講じます。 

①食品衛生監視指導計画に基づく効果的な監視指導

・食中毒の発生状況等を踏まえ、毎年度策定している「山口

県食品衛生監視指導計画」において、「ＨＡＣＣＰ指導チー

ム」による監視指導をはじめとする現地調査を強化するな

ど、「食品等事業者」に対する監視指導を重点的、効率的か

つ効果的に実施します。

②食中毒等の未然防止及び拡大・再発防止

・大規模食中毒が発生するおそれがある旅館、弁当調製施設、給食施設等の大量調理

施設に対しては、事故の未然防止を図るため、夏期や年末の一斉監視指導等の重点

的な監視や衛生講習により、「大量調理施設衛生管理マニュアル」に基づく衛生管

理の徹底を指導します。

・フグによる食中毒を防止するため、ふぐ処

理師免許制度により正確な知識と技能を

有する者による処理を徹底するとともに、

自家調理による食中毒の防止に向けた県

民への啓発を行います。

・食中毒発生時には、「山口県食中毒処理対策

要綱」に基づき、速やかな調査を実施し、

被害の拡大・再発防止に努めます。 

・感染症や毒劇物の混入が疑われる事件については、「山口県健康危機管理要綱」に

基づき、関係部局が連携して、迅速かつ適切な対応を図ります。

③米穀等の適正な流通の確保

・「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律」（食糧法）及び「米穀等の取引等に

係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律」（米トレーサビリティ法）に基

づく指導や検査を実施するとともに、同法について、事業者に対する効果的な普及

啓発を実施します。 

ふぐ処理師試験 

©山口県
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④県内に流通する食品の安全性の確保

・「山口県食品衛生監視指導計画」に基づき、県民の最も大きい不安要因となってい

る輸入食品をはじめ、県内の食品製造施設や食品販売店等で製造・販売されている

食品を収去し、残留農薬、食品添加物、成分規格等の検査を重点的かつ計画的に実

施します。 

・検査等の結果は、県ホームページ等で速やかに公表します。

・輸入食品の安全性を確保するため、輸出国における衛生対策の確立や検疫所におけ

る監視指導体制の強化、試験法の開発など、輸入食品の安全性について責任を有す

る国に対策の強化を要望します。 

⑤健康食品等による健康被害の未然防止

・「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」に基づく

薬事監視の中で、店舗等での販売実態から無承認無許可医薬品に該当する健康食品

等は、製造販売元の都道府県に通報及び該当商品の撤去等を行い、消費者の誤解等

による健康被害の未然防止を図ります。 

・また、健康食品等による健康被害情報を収集し、県ホームページ等による注意喚起

に取り組みます。

⑥食品検査の信頼性の確保

・試験検査を行う施設ごとに「ＧＬＰ」に基づく精度管理を実施するとともに、必要

に応じて第三者機関による精度管理調査を行い、試験検査の信頼性の確保に努めま

す。

・今後、導入が見込まれる「ISO/IEC17025」等の国際標準に沿った業務管理に対応し、

必要な管理体制や標準作業書等の見直しを行います。 

県内流通⾷品の検査 
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【⽬標となる指標】 

指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度） 

食中毒発生件数（過去５年間平均） ７．８件 減らす 

食品営業施設の監視指導実施率 
７１．４％ 

（令和元年度）※ 
１００％ 

輸入食品の安全性に関する県民の不安 
８４．９％ 

（令和４年度） 
減らす 

収去検査の実施率 
９８．１％ 

（令和元年度）※ 
１００％ 

※令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症に係る保健所業務の増加に伴い、監視指導

件数が極端に減少したため、基準値を上記年度とする。

輸入食品の安全性の確保 

厚⽣労働省では、⾷品衛⽣法に基づき、毎年度、輸⼊⾷品監視計画を策定し、輸⼊⾷品の安
全性確保対策を講じています。 

重点的、効率的かつ効果的な監視指導を実施するため、（１）輸出国における安全対策、
（２）⽔際（輸⼊時）での対策、（３）国内での対策を実施しています。

（厚⽣労働省ホームページ「輸⼊⾷品監視業務 FAQ」を加⼯して作成） 

輸入食品の監視体制の概要 
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２ 食の安心 ～食に関する信頼性の向上と積極的な情報の提供～ 

（１）食品表示適正化に向けた自主的な取組の促進

「食品表示責任者」の養成、「食品表示ステップアップ制度」などを通じて、適正な

食品表示に向けた「食品関連事業者」による自主的な取組を支援します。 

①事業者の自主管理の取組の促進

・「表示適正事業所認定制度」を発展させ、食品表示の管理の体制を段階的に評価す

る「食品表示ステップアップ制度」を創設し、適正な食品表示の徹底に向けた事業

者の取組を促進します。 

②人材の育成

・「山口県食の安心・安全推進条例」第 27 条に規定する「食品表示責任者」を養成す

るため、「食品関連事業者」に対し、食品表示責任者養成講習会等、食品表示に係

る関係法令や制度等に関する講習会を 

開催します。 

・eラーニングを用いた講習会等、事業者

の利便性に配慮した取組により、食品

表示の専門的知識を有する人材の育成

を促進します。 

【⽬標となる指標】 

指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度） 

食品表示ステップアップ制度参加事業所数（累計） － ２，５００事業所

食品表示責任者数 １，９９６人 ２，７００人 

令和４年度⾷品表⽰責任者養成講習会リーフレット 
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（２）関係機関が連携した食品表示の監視

食品表示について、関係機関が連携して、法令や制度等の周知徹底を図るとともに、

効果的な監視指導、助言を行います。 

①食品表示制度に関する普及啓発

・消費者が適正な食品表示を理解するため、「食の安心・安全お届け講座」等により

正しい知識の習得を図ります。

・関係法令や制度が変更された場合は、講習会の開催や関係団体への通知、県ホーム

ページへの掲載等により、「食品関連事業者」や消費者へ周知します。

②関係機関と連携した監視指導

・通報・相談等については、「山口県食品表示

監視協議会」を通じて速やかに関係機関で

情報を共有化し、共通認識のもと機動的な

対策を講じます。

・国、県、市など、関係機関で構成する監視

チーム等により、効果的かつ機動的な監視

指導を行います。

③専門的な知識を有する消費者の育成と活動の促進

・関係団体と連携した講習会等を通じて、食品表示の専門的な知識を有する消費者

である「食の安心モニター」を育成するとともに、県下全域で「食の安心モニタ

ー」による食品表示のモニタリングを実施します。

【⽬標となる指標】 

指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度） 

食品表示監視実施件数 １，３６０件/年 維持する 

食の安心モニターの委嘱者数（累計） 
７００人 

（令和４年度） 
９００人 

⾷品表⽰監視 
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（３）リスクコミュニケーションの推進

食品の有するリスクについて、生産者・事業者と消費者が意見交換等を実施する機会

を提供するとともに、消費者による自主的な取組を促し、相互理解の促進と信頼関係

の構築を図ります。 

①意見交換会の開催等の自主的な取組の促進

・産地見学や工場見学、意見交換等の機会の提供を通じて、生産者・事業者と消費者

の相互理解の促進と信頼関係の構築を図ります。

・地域コミュニティ活動の一環として、主体的に「食品関連事業者」との意見交換会

等を実施する県民を「食の安心コミュニティ活動リーダー」として登録し、研修会

等を通じて必要な知識の習得や食に関する情報を提供することにより、県民による

自主的な活動の促進を図ります。

・「やまぐち食の安心・安全推進協議会」の構成団体による生産者・事業者と消費者

の相互理解に向けた意見交換会を開催するなど、その自主的な活動の促進を図りま

す。 

・意見交換会等を開催する際には、必要に応じて国や大学等の専門家を活用するなど、

内容の充実を図ります。 

②オンライン等を活用したリスクコミュニケーションの推進

・オンラインによる施設見学や意見交換会等

を実施し、「リスクコミュニケーション」の

場に参加しやすい環境づくりを進めます。

③人材の育成

・生産から消費に至るそれぞれの立場での食

品のリスクに関する意見を、正しく理解し、

「リスクコミュニケーション」を推進でき

る人材を養成します。

【⽬標となる指標】 

指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度） 

リスクコミュニケーションの実施回数 ２１回/年 ４５回/年 

食の安心コミュニティ活動リーダー登録者数 ５９人 維持する 

オンラインによる施設⾒学
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（４）食の安心・安全に関する情報の積極的な発信

食の安心・安全に関するさまざまな情報の収集に努めるとともに、積極的な情報発信

により、食に関する信頼性の向上を図ります。また、食に関する県民からの相談や問

い合わせに適切に対応します。 

①正確な情報の収集と積極的な発信

・科学的知見に基づく情報や違反食品などに関する情報を収集・整理・分析し、正確

な情報を提供します。

・国が行う輸入食品検査等の取組や、県が行う食品検査結果等の食の安心・安全に関

する県の取組や食品の安全性に関する情報を、県ホームページや「やまぐち食の安

心・安全メール」、ＳＮＳなどを活用して積極的に発信します。

・「やまぐち食の安心・安全推進協議会」を通じた関係団体への情報提供をはじめ、

ＳＮＳや図書館などを活用した、若い世代をはじめとした幅広い年齢層に対する情

報の発信を行います。 

②迅速な情報の共有化

・健康被害事案や自主回収などの緊急情報等については、「やまぐち食の安心・安全

推進協議会」で設置した情報ネットワークや、県ホームページ、ＳＮＳなどを活用

して、迅速な情報共有を図ります。

⾷の安⼼総合情報ホームページ 

やまぐち⾷の安⼼・安全メール 

やまぐち⾷の安⼼・安全情報誌 
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③食に関する正しい知識の普及啓発

・「食の安心・安全お届け講座」等の県民を対象とした講習会の開催などを通じて、

食に関する正しい知識の普及と理解の促進に取り組みます。 

・イベント等のさまざまな機会を通じて、食の安心・安全に関する情報を、パネルや

リーフレット等を活用してわかりやすく周知します。

・「食品衛生月間」（８月）を中心として、子ども

や保護者を対象とした「食の安心・安全体験教

室」の開催や、幼稚園・保育所への情報発信、

ＳＮＳを活用した情報発信など、若い世代に向

けた情報の発信を行います。 

④相談等への適切な対応 

・「食の安心相談員」の配置、「食の安心ダイヤル」や「食の安心相談室」の設置によ

り、県民からの相談等に適切に対応します。 

【⽬標となる指標】 

指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度）

食の安心・安全の情報発信に係る登録者数 ２，８１５人 ４，０００人 

若い世代を対象とした講習会等への参加者数 
６３６人/年 

（令和元年度）※ 
維持する 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度以降、講習会等の中止が相次いだ

ため、基準値を令和元年度とする。

⾷の安⼼・安全体験教室

食の安心ダイヤル・食の安心相談室 

⾷の安⼼・安全に関する相談・通報に対応する「⾷の安⼼ダイヤル」と「⾷の安⼼相談室」
を開設しています。⾷の安⼼・安全に関することであれば、どんなことでも結構です。 

消費者や、事業者の⽅など、県⺠の皆様のご利⽤をお待ちしています。 

◆食の安心ダイヤル

・電話番号 083-933-3000
・受付時間 ⽉〜⾦曜⽇ 8︓30〜17︓15

（祝祭⽇・年末年始は除く） 

◆食の安心相談室

・県庁２階 ⽣活衛⽣課横（⼭⼝市滝町１－１）
・受付時間 ⽉〜⾦曜⽇ 8︓30〜17︓15

（祝祭⽇・年末年始は除く） 
©山口県
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３ 参画と協働 ～地域社会全体で取り組む食の安心・安全～ 

（１）県民運動の推進

「やまぐち食の安心・安全推進協議会」を中心として、県民自らが知識の習得や理解

を深め、「食品関連事業者」や県と一体となって、食の安心・安全の確保に向けた積

極的な取組を推進します。 

①やまぐち食の安心・安全推進協議会を通じた協働の推進

・産地見学や工場見学、意見交換に加え、生産者・事業者の先進的な取組を情報提供

するなど、消費者との相互理解の促進と信頼関係の一層の強化を図ります。

・輸入食品の安全性や食中毒予防など、消費者の関心が高い事項に関して、構成団体

相互の情報交換や効果的な情報提供の手法等の検討を行い、県民の食に関する不安

の解消や理解の促進を図ります。

②県民参画の促進

・「食の安心モニター」や「食の安心コミュニティ活動リーダー」の育成・活動にＳ

ＮＳを取り入れる等、特に若い世代の県民の参画を促進します。 

・食の安心・安全の重要性に関する県民の意識を高めるため、「食を考える日」（毎月

第３日曜日）を通じて、各種広報媒体やイベント等の活用による普及啓発を実施し

ます。

③デジタル技術を活用した県民運動の推進

・オンラインによる施設見学やＷＥＢ会議方式による意見交換会の開催の促進など

により、事業者と消費者が相互理解を図りやすい環境づくりを促進します。

・デジタルサイネージ等を活用した「食品衛生月間」などの周知・啓発により、家庭

も含めた食中毒防止の取組を促し、食の安心・安全に向けた機運を醸成します。

【⽬標となる指標】 

指 標 名 
基準値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和８年度） 

食品に対する県民の不安 ７３．３％ 減らす 
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（２）食育の推進

食の大切さを理解し、食に関する正しい知識や判断力を身に付け、生涯にわたり健全

な食生活を実践できるよう、市町や関係団体等と連携して「食育」を推進します。 

①家庭における食育の推進

・子どもたちが学校等で習得した知識や技能を家庭での実践につなげるよう、学校等

での取組について情報発信に努めるとともに、子どもと保護者が共に学べる機会の

充実を図ります。 

・食の楽しさや食に関する基礎知識等を習得する重要な機会である「共食」について、

理解の促進を図ります。 

②学校、保育所等における食育の推進

・健康状態や栄養状態の維持向上等のため、児童生徒が、食に対する正しい知識と食

品を選択する能力等を身に付け、家庭での実践を図れるよう、学校と保護者が連携

し、食に関する指導の充実を図ります。

・保育所において、子どもの生活に沿った柔軟な援助が積極的に行われるよう支援す

るとともに、保護者が「食育」に関心が持てるような啓発、指導・助言ができる体

制整備が行われるよう支援します。 

 

 

食事バランスガイド 

「⾷事バランスガイド」は、1 ⽇に、「何を」、「どれだけ」⾷べたらよいかを考える際に参考
となるよう、⾷事の望ましい組み合わせとおおよその量をわかりやすく⽰したものです。 

「基本形（2,200±200kcal）の場合」 
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③地域における食生活改善のための取組の推進

・健全な食生活を実践するため、「食生活指針」の活用促進を図るとともに、「食事バ

ランスガイド」に基づくイラスト表示を行う飲食店等の取組を促進し、生活習慣病

の発症・重症化の予防や改善に向けて取り組みます。

・生活習慣病の発症・重症化の予防や改善に向け、健全な食生活が実践できるよう市

町や関係機関と協力し、生活習慣の改善に取り組むとともに、乳幼児から高齢者ま

での各ライフステージに応じた歯科保健分野からの「食育」を推進します。

・若い世代に対する「食育」の推進のため、幼稚園、保育園、小・中学校、高等学校

等で継続した指導が行えるよう、異校種間の連携した取組を進めます。

④生産者と消費者との交流の促進等

・生産者、流通・加工業者、消費者が協働した県産農林水産物の需要拡大に努めると

ともに、学校、生産者、生産者団体、加工業者、流通業者等の連携を強化し、学校

給食への供給が円滑に行われる体制整備を図り、学校給食の食材として、地場産の

農林水産物の使用を促進します。

・県民、事業者、関係団体、市町等と連携・

協働し、「山口県食品ロス削減推進協議

会」による家庭や外食等での食品ロスを

削減する取組を全県的に展開します。 

⑤食育推進運動の展開

・行政、保健、医療、教育関係者、農林漁

業者、「食品関連事業者」、ボランティア等の多様な関係者による主体的な取組を促

し、関係者による情報共有や意見交換、連携した取組を促進します。

・地域で活動している「食生活改善推進員」等のボランティアによる食育活動が活発

に行われ、ボランティア活動に参加する県民が増加するよう市町と連携して取組を

支援します。

・「食育月間」（６月）や「食育の日」（毎月 19 日）を中心として、公共メディアや県

ホームページ等を通じ、重点的かつ効果的な普及活動を実施します。

【⽬標となる指標】 

指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度） 

食育に関心を持っている県民の割合 ７３．８％ ９０％以上 

やまぐち食べきり協力店店舗数（累計） ３５７店舗 ４２０店舗以上 

やまぐち３きっちょる運動啓発動画 
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（３）地産・地消の推進

生産者、流通・加工関係者、消費者の協働による流通販売対策や、学校給食等におけ

る県産農林水産物等の利用促進などにより地産・地消の取組を進め、県産農林水産物

の需要拡大を進めます。 

①販売協力店等地産・地消推進拠点と協働した需要拡大

・「販売協力店」、「やまぐち食彩店」などの「地産・地消推進拠点」の拡大を図りま

す。 

・県独自のデジタルツール（デジタルサイネージや「ぶちうま！アプリ」）を活用し、

幅広い世代に対し、需要拡大を図ります。 

②学校給食における地産・地消

・「山口県学校給食県産食材利用拡大協議会」等と連携し、普及啓発の促進等、学校

給食における地場産食材の使用を促進します。また、生産者等と連携し、地場産食

材を活用した給食献立の工夫と食に関する指導により、「食育」の充実に取り組み

ます。 

【⽬標となる指標】 

指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度） 

地産・地消推進拠点の新規設置数 － 
１００施設 

(令和４～８年度累計)

ぶちうま！アプリ 
販売協⼒店「やまぐちコーナー」 
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計画の推進のために  

１ 体制の整備 

（１）総合的な推進体制の整備

○○附附属属機機関関のの設設置置とと関関係係部部局局のの連連携携にによよるる体体制制のの整整備備

・「山口県食の安心・安全推進条例」第 30 条により、有識者・事業者・消費者から構

成する「山口県食の安心・安全審議会」を設置しています。  

 ➡  

※当審議会の提言等を踏まえて、総合的かつ計画的に政策を推進します。

・関係部局で構成する「山口県食の安心・安全推進会議」を設置しています。

 ➡  

◆食の安心・安全に関する重要事項についての調査、審議

◆食の安心・安全に関する施策についての建議

◆食の安心・安全に関する事案への対応

◆食の安心・安全に関する施策を総合的に策定し実施

「⼭⼝県⾷の安⼼・安全推進基本計画」の策定 

食の安心・安全対策の推進 

報  告 
施策情報 

提⾔・建議 

第６章 

山口県食の安心・安全審議会 

有識者、消費者 

食品関連事業者 

山口県食の安心・安全推進会議

【関係 11 課】 
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○○国国ととのの連連携携

・関係省庁と連携を図り、情報交換を密にするとともに、施策の実施に当たって相互

協力に努めるほか、食の安心・安全対策に関する要望・提案等を行います。

・食品表示の適正化を図るため、「山口県食品表示監視協議会」における情報共有や、

監視チームによる食品表示の監視を通じて効果的かつ機動的な監視指導を行いま

す。 

【【山山口口県県食食品品表表示示監監視視協協議議会会】】  

○○他他のの都都道道府府県県、、市市町町ととのの連連携携

・他都道府県や市町とも積極的に連携を図りながら、情報の共有化や県民への広報、

監視・指導などに取り組みます。

・「九州・山口地域食の安全安心連携会議」において、九州・山口各県における食の

安全安心を図るため、情報の交換・伝達、危機事案の検証などを毎年度実施し、危

機事案発生時に迅速かつ的確に関係自治体と連携を図って対応する体制を整備し

ます。 

連携の強化 

・情報共有

・意見交換

【国】 中国四国農政局、 

（独）農林⽔産消費安全技術センター 

福岡センター 

【県】 県⺠⽣活課、⽣活衛⽣課、 

消費⽣活センター等 

【県警】⽣活環境課 

【市】 下関保健所、萩市 

国 

県警 

県 

市 

九州・山口地域食の安全安心連携会議 
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（２）危機管理体制の整備

○○緊緊急急時時にに備備ええたた体体制制整整備備

・「山口県危機管理マニュアル」等に基づき、重大な食中毒の発生等、食の安心・安

全に関する緊急事態に備えた体制を整備します。 

○○緊緊急急時時事事態態発発生生時時のの的的確確なな対対応応

・広域的な食中毒事案が発生した場合は、拡大防止等のため、国が設置する「広域連

携協議会」や「九州・山口地域食の安全安心連携会議」を通じて、国や関係都道府

県と連携して迅速かつ適切な対策を実施します。

・緊急事態の発生時は、「山口県危機管理対策本部」などを設置し、迅速かつ円滑な

対応により、事態の早期収拾に努めます。

・大規模な食中毒事案が発生した場合は、「山口県危機管理マニュアル」等に基づき、

「大規模食中毒等対策本部」を設置し、国や他自治体等と密接に連携して、効果的

かつ機動的な対応を行い、被害の拡大防止を図るとともに、県民への迅速かつ正確

な情報提供に努めます。 

・緊急事態発生時には、臨時相談窓口の設置など、県民からの相談や問い合わせに的

確に対応し、事態収拾後は、適切な再発防止対策を実施します。

緊
急
事
態
の
発
生

県 民 

県 

◆情報収集・整理・分析

◆調査・検査による原因究明

◆被害拡大・再発防止対策

国・他都道府県・市町・警察・消防・医療機関等 

本庁 

（対策本部等）

保健所 

（現地対策本部等）

― 33 ―



２２  計計画画のの推推進進・・点点検検  

○○進進行行管管理理

有識者等により構成する「山口県食の安心・安全審議会」において、取組の進捗状況や

今後の課題等について、情報共有を図った上で審議会委員の意見を聴きながら適正な進

行管理に努めます。 

○○施施策策のの点点検検

計画の実効性を確保するため、県民意識をはじめとした食を取り巻く環境の変化を的

確に把握し、取組内容等の点検を行った上で、効果的な施策を実施します。 

○○取取組組状状況況のの公公表表

計画の進捗状況や施策の取組状況等については、県ホームページ等を通じて、県民に

広く公表します。 

山口県食の安心・安全審議会 

食の安心・安全推進基本計画（第３次改定版）の取組とＳＤＧｓの関連 

2015 年の国連サミットで採択された「持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ）」の達成に貢献
するため、関連した取組を進めます。 
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参考資料 

目目標標ととななるる指指標標一一覧覧  

１１  食食のの安安全全  ～～生生産産かからら消消費費にに至至るる食食品品のの安安全全性性のの確確保保～～  

 指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度）

ＨＡＣＣＰ監視指導の実施率 ― １００％ 

ＨＡＣＣＰに関する講習会の開催回数 ３２回／年 維持する 

国際⽔準ＧＡＰの認証件数（累計） ４０件 ５０件 

⿃インフルエンザモニタリング実施率 １００％ １００％ 

動物⽤医薬品の使⽤実態調査実施率 １００％ １００％ 

⾙毒プランクトンモニタリング実施率 １００％ １００％ 

⾷中毒発⽣件数（過去５年間平均） ７．８件 減らす 

⾷品営業施設の監視指導実施率 ７１．４％ 
（令和元年度） 

１００％ 

輸⼊⾷品の安全性に関する県⺠の不安 ８４．９％ 
（令和４年度） 減らす 

収去検査の実施率 ９８．１％ 
（令和元年度） １００％ 
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参考資料 

２２  食食のの安安心心  ～～食食にに関関すするる信信頼頼性性のの向向上上とと積積極極的的なな情情報報のの提提供供～～  

 指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度）

⾷品表⽰ステップアップ制度参加事業所数（累計） ― ２，５００事業所

⾷品表⽰責任者数 １，９９６⼈ ２，７００⼈ 

⾷品表⽰監視実施件数 １，３６０件／年 維持する 

⾷の安⼼モニターの委嘱者数（累計） ７００⼈ 
（令和４年度） ９００⼈ 

リスクコミュニケーションの実施回数 ２１回／年 ４５回／年 

⾷の安⼼コミュニティ活動リーダー登録者数 ５９⼈ 維持する 

⾷の安⼼・安全の情報発信に係る登録者数 ２，８１５⼈ ４，０００⼈ 

若い世代を対象とした講習会等への参加者数 ６３６⼈／年 
（令和元年度） 維持する 

３３  参参画画とと協協働働  ～～地地域域社社会会全全体体でで取取りり組組むむ食食のの安安心心・・安安全全～～  

 指 標 名 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和８年度）

⾷品に対する県⺠の不安 ７３．３％ 
（令和４年度） 減らす 

⾷育に関⼼を持っている県⺠の割合 ７３．８％ ９０％以上 

やまぐち⾷べきり協⼒店店舗数（累計） ３５７店舗 ４２０店舗以上

地産・地消推進拠点の新規設置数 ― １００施設 
（令和４〜８年度累計）
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参考資料 

改定の経緯 

年月日 実施内容等 

2021(令和３)年 

９月２日～ 

９月 13 日 

《《令令和和３３年年度度第第１１回回山山口口県県食食のの安安心心・・安安全全審審議議会会》》※※書書面面開開催催 

○山口県食の安心・安全推進基本計画（第２次改定版）の改定に向

けた検討について

○見直しが必要な指標や目標値の洗い出しについて

2022(令和４)年 

 ３月 25 日 

《《令令和和３３年年度度第第２２回回山山口口県県食食のの安安心心・・安安全全審審議議会会》》 

○食の安心・安全推進基本計画（第２次改定版）の改定に向けた方

向性について

 ７月 26 日 
《《令令和和４４年年度度第第１１回回山山口口県県食食のの安安心心・・安安全全審審議議会会》》  

山口県食の安心・安全推進基本計画（第３次改定版）骨子案について

11 月４日 
《《令令和和４４年年度度第第２２回回山山口口県県食食のの安安心心・・安安全全審審議議会会》》  

山口県食の安心・安全推進基本計画（第３次改定版）素案について

2022(令和４)年 

12 月 21 日～ 

2023(令和５)年 

１月 20 日 

山山口口県県食食のの安安心心・・安安全全推推進進基基本本計計画画（（第第３３次次改改定定版版））素素案案にに対対すするる県県

民民意意見見募募集集（（パパブブリリッックク・・ココメメンントト））  

 ２月 15 日 
《《令令和和４４年年度度第第３３回回山山口口県県食食のの安安心心・・安安全全審審議議会会》》 

山口県食の安心・安全推進基本計画（第３次改定版）最終案について
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参考資料 

素素案案にに対対すするる県県民民意意見見募募集集（（パパブブリリッックク・・ココメメンントト））のの結結果果概概要要  

１１  県県民民意意見見募募集集のの実実施施  

（１）募集期間

令和４年 12 月 21 日（水）～令和５年１月 20 日（金）

（２）閲覧方法

①県庁ホームページ

②文書閲覧（県庁情報公開センター、各地方県民相談室、各健康福祉センター等）

③意見提出方法（郵送、ＦＡＸ、電子メール）

２２  提提出出意意見見のの内内容容  

   45 件の意見提出があり、その内容は次のとおりでした。 

事  項 件 数 

県民の意識調査、これまでの成果に関するもの ４ 

今後の取組に関するもの 14 

わかりやすい記載を求めるもの ７ 

パブリック・コメント等に関するもの 20 
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参考資料 

山口県食の安心・安全推進条例

平成20年12月24日公布 

平成21年 4月 1日施行 

平成20年山口県条例第43号 

改正 平成26年10月14日条例第36号 

平成27年 7月14日条例第36号 

令和 3年 3月16日条例第 8号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条－第７条） 

第２章 食の安心・安全に関する基本的施策（第８条－第 24 条） 

第３章 健康被害の防止及び食品表示の適正化に関する措置（第 25 条－第 29 条） 

第４章 山口県食の安心・安全審議会（第 30 条） 

第５章 雑則（第 31 条） 

附則 

 食は、人の生命と健康の源であり、人が生きていく上で欠くことのできないものである。

健全な食生活を維持し、豊かな暮らしを実現するために、食品の安全性の確保は不可欠で

あり、私たちは、その安全性を信頼してはじめて、安心して食生活を営むことができる。 

本県は、三方が海に開けた豊かな自然に恵まれ、多彩な農林水産物や優れた加工食品の

生産地となっている。また、この地では古くから文物が交流し、地域の歴史と伝統に培わ

れた独自の食文化を継承し、育んできた。 

一方、科学技術の進歩や国際化の進展に伴い食生活を取り巻く環境が大きく変化してい

る中で、食品の安全性が脅かされ、又は食品に対する信頼が損なわれる事態が相次いで発

生している。 

こうした事態に対処し、食の安心・安全を確保することは、私たち山口県民の強い願い

であり、県、食品関連事業者及び県民は、食の重要性を十分に認識し、それぞれの責務と

役割を果たしながら、互いに協働して、食の安心・安全の推進に地域社会全体で取り組ん

でいく必要がある。 

ここに、私たちは、暮らしを安心で豊かなものとし、本県の住み良さを高めるため、将

来にわたって食の安心・安全を推進することを決意し、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、食の安心・安全の推進について、基本理念を定め、並びに県、食品 

― 40 ―



参考資料 

関連事業者及び県民の責務及び役割を明らかにするとともに、食の安心・安全に関する

施策の基本となる事項並びに県民の健康被害の防止及び食品表示の適正化に必要な事項

を定めることにより、食の安心・安全を総合的かつ計画的に推進し、もって県民の健康の

保護並びに消費者に信頼される安全な食品の生産及び供給に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「食の安心・安全」とは、食品が十分な安全性を有しており、

かつ、食品の信頼性が維持された状態となるようにすることをいう。 

２ この条例において「食品」とは、すべての飲食物（医薬品、医療機器等の品質、有効

性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35 年法律第 145 号）に規定する医薬品、医薬

部外品及び再生医療等製品を除く。）をいう。 

３ この条例において「食品関連事業者」とは、食品の安全性に影響を及ぼすおそれがあ

る農林漁業の生産資材、食品若しくは添加物（食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第

４条第２項に規定する添加物をいう。）又は器具（同条第４項に規定する器具をいう。）

若しくは容器包装（同条第５項に規定する容器包装をいう。）の生産、輸入又は販売その

他の事業活動を行う事業者をいう。 

４ この条例において「食品表示」とは、食品の品質、規格、保存の方法その他に関する

表示をいう。 

（基本理念） 

第３条 食の安心・安全は、県民の健康の保護及び食品の信頼性の確保が最も重要である

という基本的認識の下に推進されなければならない。 

２ 食の安心・安全は、農林水産物の生産から食品の販売に至る一連の食品供給の行程（以

下「食品供給行程」という。）の各段階において、それぞれの関係者が食の安心・安全に

関して責任を有することを認識し、適切な措置を講ずることにより、推進されなければ

ならない。 

３ 食の安心・安全は、県、食品関連事業者及び県民が、情報及び意見の交換その他の交

流を通じ、それぞれが担う責務又は役割を相互に理解し、互いの協力の下に取り組むこ

とにより、推進されなければならない。 

４ 食の安心・安全は、県、食品関連事業者及び県民が、消費者の意識の変化に的確に対

応し、消費者の利便の増進に寄与することを旨として、推進されなければならない。 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に規定する食の安心・安全の推進についての基本理念（以下「基本理

念」という。）にのっとり、食の安心・安全に関する施策を総合的に策定し、及び実施す

る責務を有する。 
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（市町との連携） 

第５条 県は、食の安心・安全に関する施策を地域の実情に応じて効果的に実施するため、

市町との密接な連携を図るものとする。 

（食品関連事業者の責務） 

第６条 食品関連事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、自ら

が食の安心・安全についての第一義的責任を有していることを認識し、食の安心・安全

を推進するために必要な措置を講ずるとともに、県が実施する食の安心・安全に関する

施策に協力する責務を有する。 

２ 前項に定めるもののほか、食品関連事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を

行うに当たっては、その事業活動に係る食品に関する正確かつ適切な情報の提供に努め

なければならない。 

３ 食品関連事業者は、第１項の措置を講ずるに当たっては、その使用人その他の従業者

が食品の安全性の確保及び信頼性の向上に関する知識及び理解を深めることができるよ

う、特に配慮しなければならない。 

（県民の役割） 

第７条 県民は、自ら進んで食品の安全性の確保及び信頼性の向上に関する知識及び理解

を深めるよう努め、食品の消費に際しその安全性を損なうことがないよう適切に行動す

ることによって、食の安心・安全の推進に積極的な役割を果たすものとする。 

２ 県民は、県が実施する食の安心・安全に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

第２章 食の安心・安全に関する基本的施策 

（基本計画） 

第８条 知事は、食の安心・安全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、食

の安心・安全の推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を策定しなけれ

ばならない。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 食の安心・安全に関する施策についての基本的な方針 

二 食の安心・安全に関する施策の推進に関する目標 

三 食の安心・安全に関し、県が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

四 前３号に掲げるもののほか、食の安心・安全に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項 

３ 知事は、基本計画の案を作成しようとするときは、あらかじめ、県民の意見を反映す

ることができるように適切な措置を講ずるものとする。 

４ 知事は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ、山口県食の安心・安全審議

会（以下「審議会」という。）の意見を聴かなければならない。 

５ 知事は、基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 前３項の規定は、基本計画の変更について準用する。 
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（農林水産物の安全性の確保及び信頼性の向上） 

第９条 県は、農林産物の安全性の確保及び信頼性の向上のため、できる限り農薬を使用

しない農林産物の生産技術の開発及びその成果の普及その他の必要な措置を講ずるもの

とする。 

２ 県は、畜産物の安全性の確保及び信頼性の向上のため、家畜の飼養に当たっての衛生

的な管理の指導及び促進、家畜の伝染性疾病の検査及び監視並びに防疫体制の整備、畜

産物の生産過程に関する情報の記録及びその保管に対する支援その他の必要な措置を講

ずるものとする。 

３ 県は、水産物の安全性の確保及び信頼性の向上のため、生鮮の水産物の鮮度の保持に

必要な技術の開発及びその成果の普及、水産物の生産過程に関する情報の記録及びその

保管に対する支援その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（衛生管理の高度化） 

第 10 条 県は、食品関連事業者が行う食品の衛生管理の高度化に対する取組を促進するた

め、食品の製造、加工又は調理を行う過程における衛生管理に関する基準を策定し、そ

の普及に努めるものとする。 

第 11 条 県は、前条に定めるもののほか、食品関連事業者が行う食品の衛生管理の高度化

に対する取組を促進するため、情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるものとす

る。 

（食品表示の適正化） 

第 12 条 県は、食品表示に対する県民の信頼を確保するため、事業所における食品表示に

係る管理の体制に関する基準を策定し、その普及に努めるものとする。 

第 13 条 県は、前条に定めるもののほか、食品表示に対する県民の信頼を確保するため、

食品表示が適正に実施されるよう監視及び指導を行うとともに、食品表示に係る制度に

関し、普及啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（緊急の事態への対処） 

第 14 条 県は、食品の安全性又は信頼性に重大な影響を及ぼし、又は及ぼすおそれがある

緊急の事態への対処及び当該事態の発生の防止に関する体制を整備するものとする。 

２ 県は、前項の事態への対処について、あらかじめ、その具体的な手順を定めておくよ

う努めるものとする。 

（情報の収集等） 

第 15 条 県は、食の安心・安全に関する科学的知見に基づく情報その他の情報の収集整理、

分析等を行い、県民及び食品関連事業者に対し、必要な情報を提供するものとする。 
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（情報及び意見の交換の機会の提供） 

第 16 条 県は、食の安心・安全に関し、食品関連事業者と県民とが相互に理解を深めるこ

とができるようにするため、情報及び意見の交換の機会を提供するものとする。 

（県民運動） 

第 17 条 県は、地域社会において食の安心・安全を推進する気運の醸成を図るための県民

の運動（以下「県民運動」という。）が促進されるように、学習の機会及び情報の提供そ

の他の必要な措置を講ずるものとする。 

２ 県は、市町、食品関連事業者及び県民と連携し、県民運動を促進するための体制の整

備に努めるものとする。 

（県民の参画） 

第 18 条 県は、食の安心・安全の推進を担うべき高度な知識を有する人材を育成するよう

努めるものとする。 

２ 県は、前項の人材を積極的に活用するよう努めるものとする。 

（食を考える日） 

第 19 条 食品関連事業者及び県民は、毎月第３日曜日を標準として、おおむね毎月１回以

上、一定の日を定めて、食の安心・安全の重要性を認識し、食品の安全性の確保及び信

頼性の向上に関する知識及び理解を深めるための取組をするよう努めるものとする。 

２ 県は、毎年、期間を定めて、食を考える日(前項の規定により食品関連事業者及び県民

が定める日をいう。)の趣旨について啓発活動を行うものとする。 

（食育の推進） 

第 20 条 県は、県民が食の安心・安全を実践するためには、食品の安全性に関する知識及

び安全な食品を自ら選択する力を習得することが必要であることにかんがみ、食育の推

進を図るものとする。 

（地産地消の推進） 

第 21 条 県は、地産地消（食品が生産された地域内で当該食品を消費することをいう。以

下同じ。）が食品の安全性の確保及び信頼性の向上に関する県民の知識及び理解を深め、

県民と食品関連事業者との相互理解を促進することにより、食の安心・安全に資するも

のであることにかんがみ、地産地消を推進するものとする。 

（環境への配慮） 

第 22 条 県は、食品の安全性の確保に支障が生ずることを防止するため、環境に及ぼす影

響が少ない生産方式の開発及びその普及その他の必要な措置を講ずるものとする。 
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（監視等の体制の整備） 

第 23 条 県は、食品供給行程の各段階を通じて食品の安全性を確保するための施策を適正

に実施するために必要な監視、指導及び検査の体制の整備に努めるものとする。 

（財政上の措置） 

第 24 条 県は、食の安心・安全に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ず

るよう努めるものとする。 

第３章 健康被害の防止及び食品表示の適正化に関する措置 

（県民からの申出に対する措置） 

第 25 条 県の機関は、県民から食品が原因となって人の健康に係る被害が生じ、若しくは

生ずるおそれがある旨又は食品表示が適正に行われておらず、若しくは行われていない

おそれがある旨の申出があったときは、必要に応じ関係機関と連携して、速やかに調査

を行い、必要があると認めるときは、適切な措置を講ずるものとする。 

（出荷の制限） 

第 26 条 農林水産物を生産し、又は採取する者（これらの者により構成される団体を含

む。）は、食品衛生法第 13 条第２項又は第３項の規定により販売してはならないことと

されている食品に該当する農林水産物を出荷してはならない。 

（食品表示責任者） 

第 27 条 県の区域内に事業所又は事務所を有する食品関連事業者（食品の輸入、製造、加

工又は販売を行う者に限る。）は、その営業に係る事業所又は事務所ごとに、食品表示に

関する責任者（以下「食品表示責任者」という。）を置くよう努めるものとする。 

２ 前項に規定する食品関連事業者は、その営業に係る事業所又は事務所に食品表示責任

者を置いたときは、食品表示責任者に次に掲げる業務を行わせるものとする。 

一 当該事業所又は事務所において取り扱う食品の食品表示が適正に行われるように、そ

の食品の輸入、製造、加工又は販売に従事する者を監督すること。 

二 役員、使用人その他の従業者に対して、食品表示に関する啓発を行うこと。 

三 当該事業所又は事務所における食品表示に関し、食品関連事業者に対して、必要な意

見を述べること。 

３ 第１項に規定する食品関連事業者は、その営業に係る事業所又は事務所に食品表示責

任者を置いたときは、前項第３号の規定による食品表示責任者の意見を尊重しなければ

ならない。 

（立入検査等） 

第 28 条 知事は、第 25 条及び第 26 条の規定の施行に必要な限度において、食品関連事業

者に対し、その業務に関し報告させ、又はその職員に、当該食品関連事業者の営業所、 
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事務所その他の事業場に立ち入り、食品、生産資材、施設、帳簿書類その他の物件を検査

させ、関係者に質問させ、若しくは試験の用に供するために必要な限度において食品、生

産資材その他の物件の提出を求めさせることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に

提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

（勧告及び公表） 

第 29 条 知事は、第 26 条に規定する者が同条の規定に違反して同条に規定する農林水産

物を出荷した場合には、その者に対し、当該農林水産物の出荷の停止その他必要な措置

をとるべきことを勧告することができる。 

２ 知事は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わないとき

は、その旨を公表することができる。 

３ 知事は、前項の規定による公表をしようとする場合には、当該公表に係る者に対し、

弁明の機会を与えなければならない。 

４ 前項の規定による弁明の機会の付与については、山口県行政手続条例（平成７年山口

県条例第１号）第３章第３節の規定の例による。 

第４章 山口県食の安心・安全審議会 

第 30 条 食の安心・安全に関する重要事項についての調査及び審議並びに食の安心・安全

に関する施策についての建議に関する事務を行わせるため、審議会を置く。 

２ 審議会は、委員 15 人以内で組織する。 

３ 委員は、学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。 

４ 前３項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営について必要な事項は、規則で定

める。 

第５章 雑則 

（規則への委任） 

第 31 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定

める。 

附 則 

この条例は、平成 21 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 26 年条例第 36 号）抄 

（施行期日） 

この条例は、平成 26 年 11 月 25 日から施行する。 
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附 則（平成 27 年条例第 36 号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条の規定は、平成 28 年４月１日から

施行する。 

附 則（令和３年条例第８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年６月１日から施行する。ただし、第 26 条の改正規定は、公布

の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に着手された改正前の山口県食の安心・安全推進条例第 27 条

第１項に規定する食品の回収（以下「施行前食品回収」という。）については、同条例

第２条第５項、第 27 条、第 29 条及び第 30 条の規定は、なおその効力を有する。 

（山口県の事務処理の特例に関する条例の一部改正） 

３ 山口県の事務処理の特例に関する条例（平成 12 年山口県条例第２号）の一部を次の

ように改正する。 

〔次のよう〕略 
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山口県食の安心・安全推進条例施行規則

平成21年 3月31日公布 

平成21年 4月 1日施行 

平成21年山口県規則第37号 

改正 平成27年 7月14日規則第56号 

令和元年 6月28日規則第 2号 

令和 3年 3月16日規則第19号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、山口県食の安心・安全推進条例（平成 20 年山口県条例第 43 号。以

下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（身分証明書の様式） 

第２条 条例第 28 条第２項の身分を示す証明書は、別記様式による。 

附 則 

この規則は、平成 21 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 27 年規則第 56 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年規則第２号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和３年規則第 19 号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 山口県食の安心・安全推進条例の一部を改正する条例（令和３年山口県条例第８号）

附則第２項に規定する施行前食品回収については、改正前の山口県食の安心・安全推進

条例施行規則第２条から第４条まで、別記第１号様式及び別記第２号様式の規定は、な

おその効力を有する。 
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山口県食の安心・安全審議会規則

平成21年 3月31日公布 

平成21年 4月 1日施行 

平成21年山口県規則第36号 

改正 令和 3年 3月16日規則第18号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、山口県食の安心・安全推進条例（平成20年山口県条例第43号）第30

条第４項の規定に基づき、山口県食の安心・安全審議会（以下「審議会」という。）の組

織及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（任期） 

第２条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第３条 審議会に、会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第４条 審議会の会議（以下この条において「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会議の議長は、会長をもって充てる。 

３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

（部会） 

第５条 審議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会の会議は、会長が招集する。 

４ 部会の議長は、部会に属する委員が互選する。 

５ 前条第３項及び第４項の規定は、部会の会議に準用する。 

（庶務） 
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第６条 審議会の庶務は、環境生活部生活衛生課において処理する。 

（その他） 

第７条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、会長が審議

会に諮って定める。 

附 則 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年規則第 18 号） 

この規則は、令和３年６月１日から施行する。 
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山口県食の安心・安全審議会 委員名簿 

委員数：１２人

任 期：令和３年７月１日～令和５年６月３０日 

氏 名 団体・所属機関等 

岩 崎 喜美子 公 募 

岩 崎 美 穂 
山口県消費者団体連絡協議会 事務局長  副会長 

（生活協同組合コープやまぐち 常任理事） 

折 込 正一郎 山口県農業協同組合 代表理事専務 

河 村 千鶴子 山口県地域消費者団体連絡協議会 常任理事 

河 村 昌 子 公 募 

藤 田 貴 史 （一社）山口県食品衛生協会 副会長 

藤 田 健 山口大学経済学部 准教授 会 長 

古 下 学 水産大学校食品科学科 准教授 

松 村 豊 山口県食品産業協議会 会長 

家根内 清 美 山口県食生活改善推進協議会 会長 

渡 邊 朝 子 山口県立大学看護栄養学部 教授 

渡 辺 英 典 山口県漁業協同組合 参事 

（五十音順） 
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用語解説（五十音順） 

用 語 解 説 

あ行 

ISO/IEC17025 

試験所及び校正機関が特定の試験又は校正を実施する能力があるも

のとして認定を受けようとする場合の一般要求事項を規定した国際的

な標準規格です。 

新しい生活様式 
国の専門家会議より示された、新型コロナウイルス感染症の感染防

止策を取り入れた生活様式のことです。 

アニサキス

寄生虫の一種で、幼虫（体長２～３ｃｍ）は、サバ、アジ、サンマ

等の魚介類の主に内臓表面に寄生します。それらの魚介類を生（不十

分な冷凍又は加熱のものを含む）で食べることで、 幼虫が胃壁や腸

壁に刺入して食中毒を引き起こします。 

医薬品、医療機器

等の品質、有効性

及び安全性の確保

等に関する法律 

医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生医療等製品の品質、

有効性及び安全性の確保並びにこれらの使用による保健衛生上の危害

の発生及び拡大の防止を目的とした法律です。 

衛生管理計画 

食中毒等の食品に起因する危害を未然に防止するために施設で取り

組む衛生管理の計画です。一般的な衛生管理のための取組と、取り扱

う食品に応じて行う取組が含まれます。 

エコやまぐち農産物
化学農薬・化学肥料を不使用、または県慣行基準より 50％以上低

減して生産された農産物を県が認証したものです。 

ＳＤＧｓ 

Sustainable Development Goals の略であり、2015 年９月の国連サ

ミットで採択された 2030 年を期限とする、先進国を含む国際社会全

体の 17 の開発目標のことです。

ＳＤＧｓは、全ての関係者の役割を重視し、「誰一人取り残さない」

持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を目指して、経済・社

会・環境を巡る広範な課題に統合的に取り組むものであり、「すべて

の人に健康と福祉を」、「働きがいも、経済成長も」、「住み続けら

れるまちづくりを」などの 17 の目標と、これを達成するための 169

のターゲットを掲げています。 

か行 

貝毒プランクトン 貝毒の原因となる毒素を持ったプランクトンです。 

家畜伝染病予防法 
家畜の伝染性疾病の発生の予防とまん延の防止により畜産の振興を

図り、畜産経営の安定に資することを目的とする法律です。 
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用 語 解 説 

カンピロバクター

家畜、家きん類等の腸管内に生息する細菌で、食肉（特に鶏肉）、

臓器や飲料水を汚染します。加熱不十分な食肉（鶏肉）が食中毒の原

因となることが多く、近年、食中毒発生件数の上位を占めています。

症状が出るまでの潜伏期間が１～７日とやや長いことが特徴です。 

ＧＡＰ 

「Good Agricultural Practice」の略で、「工程管理に基づく品質

保証」の考え方を生産現場に導入し、食品事故等を未然に防ぐための

生産工程管理の手法です。 

九州・山口地域食

の安全安心連携会議 

九州、山口各県の食の安全安心に係る連携を促進するため、各県の

取組状況についての情報交換や危機発生に備えた情報伝達訓練を行う

など、９県の食の安全安心の確保に資することを目的としています。

共食 

一人で食べるのではなく、家族や友人、職場や地域の人など誰かと

食卓を囲んで、共に食事をとりながらコミュニケーションを図ること

です。 

健康増進法 

国民の健康の増進を総合的に推進するための基本的な事項を規定し、

必要な措置を講じることで、国民保健の向上を図ることを目的とした

法律です。 

広域連携協議会 

広域的な食中毒事案の発生や拡大の防止等のため、国と関係自治体

の連携や協力の場として、地域ブロックごとに厚生労働大臣が設置す

るものです。緊急を要する場合には、この協議会を活用して広域的な

食中毒事案への対応が行われます。 

高病原性鳥インフ

ルエンザ

Ａ型インフルエンザウイルスの感染による家きんの病気の１つで、

高い致死性と強い伝播性があります。 

コーデックス

正式には「Codex Alimentarius」で、食品規格という意味を持ちま

す。国連の専門機関である国連食糧農業機関（ＦＡＯ）と世界保健機

関（ＷＨＯ）が合同でつくる国際的な食品規格で、現在、世界的に通

用する唯一の食品規格です。 

国際水準ＧＡＰ 
食品安全、環境保全、労働安全、人権保護、農業経営管理の５分野

の生産工程管理に取り組む手法のことです。 

さ行 

ＧＬＰ 

「Good Laboratory Practice」の略で、食品衛生検査施設の設備、

試薬等の適正保管・管理、検査項目ごとの標準作業手順、検査精度の

管理、検査成績書の発行の適正管理、データ管理、検体の保管等につ

いて具体的に規定したものです。食品の収去から検査成績書発行まで

の全工程にわたる食品衛生検査施設の業務管理を行い、検査データの

信頼性を確保します。 
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用 語 解 説 

ＪＧＡＰ 

「Japan Good Agricultural Practice」の略で一般財団法人日本Ｇ

ＡＰ協会の運営するＧＡＰです。第三者機関の審査により、ＪＧＡＰ

が正しく導入されていることが確認された農場は、ＪＧＡＰ認証が与

えられます。 

ＪＡＳ法 

「日本農林規格等に関する法律」の通称で、食品・農林水産品やこ

れらの取扱い等の方法などについての規格（ＪＡＳ）を国が制定し、

ＪＡＳを満たすことを証するマーク（ＪＡＳマーク）を当該食品・農

林水産品などに表示できる制度（ＪＡＳ制度）を主な内容としていま

す。 

主要食糧の需給 

及び価格の安定 

に 関 す る 法 律 

（食糧法） 

米穀出荷・販売事業者に対し、加工用米などの用途が限定された米

穀を、その定められた用途にのみ使用することや、他の米穀との明確

な区分管理を行うこと等を義務付けた法律です。 

飼養衛生管理基準  
家畜伝染病予防法で定められている家畜の所有者が守るべき飼養衛

生管理の基準です。 

食育 
食に関する様々な経験を通じて健全な心と体を培い、食に対する感

謝の気持ちを育むことです。 

食育月間 

関係者の緊密な連携・協働を図りつつ、食育推進運動を重点的かつ

効果的に実施することにより、国民の食育に対する理解を深め、食育

推進活動への積極的な参加を促し、その一層の充実と定着を図るため、

食育推進基本計画により、毎年６月を「食育月間」と定めています。

食育の日 
一年を通じて継続的に食育推進運動を展開するため、食育推進基本

計画により、毎月 19 日を「食育の日」と定めています。 

食事バランスガイド 
１日に「何を」「どれだけ」食べたらよいかの目安を分かりやすく

コマのイラストで示したものです。

食生活改善推進員 

市町村が開催する「食生活改善推進員養成講座」を修了した後、そ

れぞれの市町村食生活改善推進協議会に属して、地域において食を通

した健康づくりのための活動を行っているボランティアです。 

食生活指針 

国民一人一人が健全な食生活の実践を図ることができるよう、厚生

労働省、農林水産省、文部科学省が連携して策定した指針です。食料

生産・流通から食卓、健康へと幅広く食生活全体を視野に入れ、作成

されています。 

食の安心・安全 

お届け講座 

食の安心・安全について、県民が正しい知識と理解を深めることが

できるよう、要望等に応じて専門の職員（食品衛生監視員等）を派遣

して開催する出前講座です。 
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用 語 解 説 

食の安心・安全 

体験教室 

食品衛生月間を中心として、子どもや保護者に対し、食中毒発生の

予防に向けた注意喚起や消費生活情報の提供を行うことより、県民の

食の安心・安全に関する知識の習得と理解の促進を図るために開催す

る教室です。 

食の安心コミュニ

ティ活動リーダー

食に関する専門的な知識を有し、事業者と消費者とのリスクコミュ

ニケーションを仲介する県民をリーダーとして県に登録しており、事

業者との意見交換会の企画・開催等に自主的に取り組んでいます。

食の安心相談員 
「食の安心・安全」に関する相談・通報に適切に対応するため、専

門の職員を県東部・西部に各１名配置しています。 

食の安心相談室 

「食の安心・安全」に関する相談・通報に専門の職員が対応します。

○食の安心相談室

（場  所）県庁２階 生活衛生課内

（受付時間）月～金曜日 8：30～17：15（祝祭日・年末年始は除く）

食の安心ダイヤル 

食の安心安全相談室（県庁）に設置している専用の回線です。食の

安心・安全に関する相談・通報に、専門の職員がお答えします。 

○食の安心ダイヤル 083-933-3000

食の安心モニター 

県民と協働して食品表示の適正化や食品の安全性の確保を図るため、

県の取組に対して積極的に協力する県民を「食の安心モニター」とし

て委嘱し、食品のモニタリングを実施しています。 

食品衛生営業許可 

食品衛生法に基づき、飲食店等のように公衆衛生に与える影響が著

しい営業（32 業種）を営むには県知事等の許可が必要です。また、

この許可に際しては、５年を下らない有効期間等の必要な条件がつけ

られています。 

食品衛生監視員 

食品衛生法に基づき、国や都道府県などの職員のうち、一定の資格

を有する者が任命されるもので、飲食に起因する衛生上の危害を防止

するために営業施設等への立入検査や食品衛生に関する監視指導等を

行います。 

食品衛生月間 

食中毒発生の未然防止と食品衛生管理の向上を図るとともに、食品

衛生思想の普及・啓発、食品の安全性に関する情報提供及びリスクコ

ミュニケーションを推進するため、消費者を対象とした講習会や食中

毒発生予防キャンペーン等を集中的に実施する月間です。

食品衛生指導員 

県内の食品関係営業者で組織する一般社団法人山口県食品衛生協会

が委嘱をする者で、営業施設の巡回指導、食中毒予防の広報活動、営

業許可事務についての相談等の活動、商品の自主検査の推進、消費者

への食品衛生思想の普及啓発などを行います。 
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用 語 解 説 

食品衛生責任者 

食品の製造・加工、調理及び販売や飲食店など、食品を扱う営業所

での衛生管理のために施設ごとに設置することが、食品衛生法施行規

則で義務付けられているもので、その施設、設備の衛生管理、従業者

の衛生教育などを行うこととされています。 

食品衛生法 

食品の安全性の確保のために公衆衛生の見地から必要な規制を講じ

ることにより、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、もって

国民の健康の保護を図ることを目的として、食品、添加物、器具や容

器包装の規格基準、営業施設の基準などが規定されています。 

食品関連事業者 

食の安心・安全推進条例で定義する生産者・事業者です。具体的に

は、農林水産業の生産資材、食品、添加物、器具、容器包装の生産、

輸入または販売、その他事業活動を行う事業者となります。 

食品等事業者 

食品衛生法に基づく食品若しくは添加物を製造し、輸入し、加工し、

調理し、貯蔵し、運搬し、若しくは販売すること若しくは器具若しく

は容器包装を製造し、輸入し、若しくは販売することを営む人若しく

は法人又は学校、病院その他の施設において継続的に不特定若しくは

多数の者に食品を供与する人若しくは法人です。 

食品表示基準 

食品表示法に基づき、食品を消費者が安全に摂取し、自主的かつ合

理的に選択するために、販売の用に供する食品に関する表示の基準を

定めたものです。 

食品表示合同パト

ロール

食品表示に対する県民の信頼を確保し食品表示が適正に実施される

よう、県生活衛生課、保健所、中国四国農政局等で構成する監視チー

ムが、県内のスーパー等をパトロールし食品表示の確認及び適正表示

の指導を実施します。

食品表示ステップ

アップ制度

食品表示適正化に向け、新たに創設する制度です。食品関連事業者

の食品表示の管理体制を段階的に評価します。 

食品表示責任者 

食の安心・安全推進条例において、県内に事務所または事業所を持

つ食品関連事業者は「食品表示に関する責任者」を設置するよう努め

ることとしています。 

食品表示法 

食品を摂取する際の安全性及び一般消費者の自主的かつ合理的な食

品選択の機会を確保するため、食品衛生法、ＪＡＳ法及び健康増進法

の食品の表示に関する規定を統合した食品の表示に関する包括的かつ

一元的な制度のことです。 

食を考える日 

食の安心・安全推進条例において、毎月第３日曜日を標準として毎

月１回以上「食を考える日」を定め、食の安心・安全の重要性を認識

し、知識と理解を深める取組をするよう努めることとしています。 
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用 語 解 説 

飼料安全法 
飼料と飼料添加物の安全性の確保及び品質の改善を図り、公共の安

全の確保と畜産物等の生産の安定に寄与することを目的とする法律です。

新奇有毒プランク

トン

動物等にとって有毒な物質を生産する、これまでに見られない新し

い種類のプランクトンです。 

全国養殖衛生管理

推進会議 

魚病に関する問題や最新情報を共有し、養殖衛生管理対策を総合的

に推進することを目的とした全国会議です。 

た行 

大規模食中毒等対

策本部 

大規模食中毒等、重大な健康被害が想定される事象が発生した際に、

実態の把握、被害の拡大及び再発防止を円滑、かつ迅速に処理するた

め、山口県食中毒処理対策要綱に基づき設置されます。 

大量調理施設衛生

管理マニュアル 

1997（平成９）年３月に、厚生省（現：厚生労働省）が集団給食施

設等における食中毒を予防するために、作成、公表したマニュアルで

す。ＨＡＣＣＰの概念に基づき、調理工程における重要管理事項等が

示されています。同一メニューを１回 300 食以上又は１日 750 食以上

提供する施設に適用されます。 

地産・地消推進拠点 
県産農林水産物の販売に積極的に協力する、販売協力店、やまぐち

食彩店等です。 

な行 

農薬管理指導士 

農薬の販売または防除等に携わる者で、農薬取締法や毒物劇物取締

法等関係法令を遵守し、農薬の取り扱いに関して自ら範を示すととも

に、農薬取扱者及び農薬使用者に対して適切な指導、助言をする者で

す。 

農薬適正使用推進

員 

農薬に関する知識を修得し、自らが農薬の適正使用を実践するとと

もに他の農業者にその知識や取組を広めるリーダーとなる農業者で

す。 

農薬取締法 

農薬について登録の制度を設け、販売及び使用の規制等を行うこと

により、農薬の安全性その他の品質及び安全かつ適正な使用の確保を

図り、もって農業生産の安定と国民の健康の保護に資するとともに、

国民の生活環境の保全に寄与することを目的とした法律です。 

ノロウイルス

食品中では増えず、人の腸内で増殖するウイルスで、感染力が強い

ことが特徴です。潜伏時間は 24～48 時間で、主症状は吐き気、嘔吐、

下痢、腹痛、発熱です。食中毒の主な原因は、ウイルスを蓄積した二

枚貝を生又は十分加熱しないで食べた場合や、二次汚染された食品を

食べた場合です。 
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は行 

ＨＡＣＣＰ 

「Hazard Analysis and Critical Control Point」の略で「ハサッ

プ」などと呼ばれています。アメリカで開発された高度な衛生管理手

法で、最終製品を抜き取り検査する従来の方法とは違い、原料の受入

れから製造・出荷までの全工程において危害防止につながるポイント

をリアルタイムで監視・記録することにより、すべての製品が安全で

あることを確保するシステムです。 

ＨＡＣＣＰ支援チ

ーム 

ＨＡＣＣＰ導入を目指す事業者に対し、ＨＡＣＣＰプランの作成、

運用に関する技術的、専門的な助言・支援を展開するため、学識経験

者及び県の各保健所の食品衛生監視員等により編成したチームです。

ＨＡＣＣＰ指導者 
ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入支援と検証を適切に実施し、食

品衛生監視員に対し指導的な立場となる者です。 

ＨＡＣＣＰ指導チ

ーム 

事業者がＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を適切に運用できるよう、監

視指導に際してきめ細かい指導助言を行うため、生活衛生課職員と各

保健所の食品衛生監視員で編成するチームです。 

販売協力店 
県産農林水産物等を陳列した「やまぐちコーナー」を常設し、積極

的に販売に協力する量販店です。 

ＢＳＥ（牛海綿状

脳症） 

「Bovine Spongiform Encephalopathy」の略で牛の病気の一つです。

ＢＳＥを発症した牛は、異常プリオンたん白質（PrPSc）が主に脳に

蓄積し、神経細胞が壊死・空胞変性を起こし、脳の組織がスポンジ状

になります。その結果、運動失調などの中枢神経症状を呈し、死に至

ると考えられています。 

表示適正事業所認

定制度 

食の安心・安全推進条例に基づき、食品表示の適正化を推進するた

め、適正表示に関する管理体制基準を満たしている食品取扱事業所

（製造業、販売業等）を知事が認定する制度です。 

肥料の品質の確保

等に関する法律 

肥料の生産等に関する規制を行うことにより、肥料の品質等を確保

するとともに、その公正な取引と安全な施用を確保し、もって農業生

産力の維持増進に寄与するとともに、国民の健康の保護に資すること

を目的とした法律です。 

ぶちうま！アプリ 

やまぐちの農林水産物需要拡大協議会が開発した「スマホ用アプリ」

のことで、地産・地消推進拠点の位置検索や購入・来店によるポイン

ト獲得機能等により、県産品の購入や飲食を促進するものです。
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米穀等の取引等に

係る情報の記録及

び産地情報の伝達

に関する法律 

（米トレーサビリ

ティ法）

米穀等について、問題発生時に流通ルートを速やかに特定するため、

取引等の記録を作成・保存すること及び産地情報を取引先や一般消費

者に伝達することを義務付けた法律です。 

防疫演習 

口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザなどの家畜伝染病が発生した際に、

関係者が連携し、迅速かつ適切に対応するため事前に行っている演習

です。 

や行 

やまぐち安心飲食

店認証制度 

飲食店における新型コロナウイルス感染防止対策の充実及び県民が

安心して飲食店を利用できる環境づくりを推進するため、飲食店の感

染防止対策を県が認証する制度です。 

山口県学校給食県

産食材利用拡大協

議会 

学校給食等における地場農畜水産物の利用の拡大及び児童・生徒等

の農林水産業に関する理解の促進等を目的として設置した、行政、生

産・給食関係団体で構成する組織です。 

山口県危機管理対

策本部 

山口県危機管理マニュアルで定める危機に対し、被害拡大の広汎性

等に鑑み、的確、迅速に対処するため必要があると認める時に、初動

体制の確立のため、知事を本部長として設置されます。 

山口県危機管理マ

ニュアル

県民生活の安定、県民の生命、身体、財産等に重大な被害を及ぼす

あるいは及ぼすおそれのある緊急事態が発生した場合、県として速や

かに初動体制を確立するとともに、部局横断的な各種対策を迅速に実

施することにより、県民の生活安定、生命、身体、財産等の安全を確

保することを目的として作成されたマニュアルです。 

山口県健康危機管

理要綱 

県内での食中毒、感染症、飲料水、毒劇物、医薬品その他の原因に

より県民の生命と健康に重大な被害を及ぼし、または及ぼすおそれが

ある場合において、その原因究明のための調査・情報収集、被害の発

生予防と拡大防止等についての必要事項が定められています。 

山口県食中毒処理

対策要綱 

食中毒の発生に際し、迅速、的確な調査を実施し、発生原因、発生

機序を解明するとともに、被害の拡大及び再発を防止するため、処理

の基本方針等が定められています。 

山口県食の安心・

安全審議会 

山口県食の安心・安全推進条例第 30 条に規定された機関であり、

食の安心・安全に関する重要事項についての調査及び審議並びに食の

安心・安全に関する施策についての建議に関する事務を行います。 
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山口県食の安心・

安全推進条例 

科学技術の進歩や国際化の進展に伴い食生活を取り巻く環境が大き

く変化する中で、食品の安全性や信頼性が脅かされる事件が相次いで

発生しました。こうした事態に対処し、食の安心・安全に向けた取組

の一層の推進を図るため、その基本となる条例を 2008（平成 20）年

12 月に制定しました。（2009（平成 21）年４月１日施行） 

山口県食品衛生監

視指導計画 

食品衛生法に基づき、各都道府県等が毎年度定める監視指導の実施

に関する計画です。食を巡る事案等を踏まえた重点監視項目を設定し、

重点的、効率的、かつ効果的に監視指導を実施することにより、安

全・安心な食品の生産、製造・加工及び流通の確保を図ることを目的

としています。 

山口県食品表示監

視協議会 

食肉等の偽装表示事案の発覚を契機に、食品の表示に対する信頼が

大きく損なわれたことを踏まえ、2007（平成 19）年、県、中国四国

農政局、県警及び下関市等の関係機関が、食品表示に関する疑義事案等

について情報を共有し、迅速かつ連携して対応するために設置しました。

山口県食品ロス削

減推進協議会 

県内の消費者団体、事業者、関係団体、行政で構成され、生産・流

通・消費の各段階で廃棄される売れ残りや食べ残しなどの食品ロスの

削減に向けた取組を推進するため、2011（平成 23）年２月に設置し

ました。 

やまぐち食彩店 
県産農林水産物を積極的に利用した「地産・地消料理」を、年間を

通じて提供している飲食店、ホテル、旅館等です。 

やまぐち食の安心 

・安全推進協議会

食の安心・安全推進条例に基づき、県、市町、食品関連事業者及び

県民が連携して「食の安心・安全県民運動」を展開していくことを目

的として、2009（平成 21）年９月に設置しました。食の安心・安全

に関する意見交換や施策等の普及啓発などに取り組んでいます。 

やまぐち食の安心 

・安全メール

食の安心・安全に関する様々な情報をお届けするメールマガジンで

す。食に関する豆知識や施策などをお届けする定期配信に加え、食中

毒発生情報や食品の自主回収事案など、速やかに提供することが必要

な情報を随時配信しています。 

やまぐち食べきり

協力店（食品ロス

取組協力店舗） 

食べ残し等により発生する「まだ食べられるのに捨てられている食

品（食品ロス）」の削減の取組を実践する旅館、ホテル、飲食店で

す。食べきりメニューの表示、お客様への聞き取りや希望量に応じた

料理の提供等に取り組んでいます。 

ら行 

リスクコミュニケ

ーション

食品のリスク要因やそのリスクを低減するため、消費者、生産者・

事業者、行政、専門家などがそれぞれの立場から情報や意見を交換し、

その過程で相互理解を深め、信頼を構築することを目指す取組です。
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